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 ○ 住民一人当たり行政コストの性質別・目的別の網羅的な（財政分析も含めた）「見える化」については、平成２７年度決算より、 

総務省HP及び各団体のHPで公表している｢財政状況資料集｣において、経年比較や類似団体比較を含めて、住民一人当たりの

決算額の徹底した「見える化」を図る。 

イメージ 

※ 「目的別」の項目 

議会費、総務費、民生費、衛生費、労働費、農林水産業費、
商工費、土木費、教育費 

○ 現在は、「性質別」経費のうち、人件費、普通建設事業費
及び公債費の住民一人当たり決算額について、当該団体
における経年比較や類似団体との比較を行い、公表して
いる。 

○ 平成27年度決算からは、「性質別」経費として、物件費、
維持補修費、扶助費、補助費等、繰出金を加え、普通建設
事業費については、新規整備、更新整備の区別も明らか
にする。 

○ さらに、「目的別」経費についても、各項目について、当該 
団体における経年比較や類似団体との比較を行い、公表
する。 

※ 上記データは実際の地方公共団体のものではない 

住民一人当たり行政コストの性質別・目的別の網羅的な「見える化」 

○ また、各団体の財政状況の比較に当たっては、経年変化
や類似団体の中での順位等だけでなく、その背景事情の 
説明も必要と考えられることから、各団体が行った財政分析
についてのコメント欄も設ける。 

170,000 

160,000 
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㈠類似団体内順位 ㈡全国平均 ㈢○○県平均 
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  H23     H24    H25     H26    H27 

類似団体に 
おける順位や
位置付け等 

経年比較 

類似団体内の 
 最大値及び最小値  
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議題（１）関係  【9/23経済・財政一体改革推進委員会制度・地方行財政ＷＧ説明資料】 



予算・決算の対比に関する情報開示 

○ 経済財政運営と改革の基本方針2016 ～600兆円経済への道筋～ 
 第３章 経済・財政一体改革の推進  ５．主要分野ごとの改革の取組 
 （３） 地方行財政改革・分野横断的な課題  ③ 地方行財政の「見える化」等 
  「予算・決算の対比に関する情報開示の各自治体分での実現に向け、自治体の事務負担にも配慮しながら取り組む」 

○ 各地方公共団体において、それぞれ議会への報告やホームページなどにおいて、予算・決算を対比した「見える化」 
  を行っている。 
○ 引き続き、情報開示の充実に取り組むよう、総務省として働きかけていく。 

・議会に対する情報開示の例  
（平成26年度山口県歳入歳出決算書より） 

※ホームページにも掲載。 

・住民に対する情報開示の例 
（札幌市平成26年度決算の概要（札幌市ホームページ）より） 
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○ 地方財政状況調査により把握された決算情報を、調査表ごとに加工可能な形でe-Stat（政府統計の総合窓口）に登録済み。 

○ 決算情報について、統計表ファイルをキーワードで検索することや、他の統計データと組み合わせた分析が可能となるよう、   
e-Statの改修を行っている。 

 

検索機能の強化 データ利活用の拡大 

○ 決算情報と他の統計データを組み合
わせることで、新たな分析が可能。      

キーワード検索が可能となる。 
「財政力指数」、「歳入」、 

「歳出」etc… 

○ 利用者目線に立った
分かりやすいデータア
クセスの強化   

○ e-Stat上でグラフの種別、配色、レイアウト、表の
並び順が自在に変更可能。さらに、編集や加工が
しやすい汎用性の高いxml形式でのﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ可。   

  経常収支比率の高い団体の 

分布状況を可視化  

【棒グラフ】 

※グラフ、図、分布地図はイメージ 

人口一人当たりの 

都道府県別決算額を横比較 

例：面積・普通建設事業費の 

組み合わせ分析 

普通建設事業費 

面
積

 

ユーザーが様々な条件を設定して自治体間比較ができるデータベースの早期実現 

e-Stat上で、目的別・性

質別歳出などの決算
情報と、面積や人口な
どのデータを自由に組
み合わせた分析が可
能となる。 

指標の範囲を自由
に変更し、即座に

反映が可能 
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区分 
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 

回答団体数 47 100.0% 20 100.0% 1,721 100.0% 1,788 100.0% 

策定予定有 47 100.0% 20 100.0% 1,721 100.0% 1,788 100.0% 

内
訳 

策定済 30 63.8% 15 75.0% 396 23.0% 441 24.7% 

未策定 17 36.2% 5 25.0% 1,325 77.0% 1,347 75.3% 

予策 
定定 
時完 
期了 

H28年度 17 36.2% 5 25.0% 1,315 76.4% 1,337 74.8% 

H29年度 
以降 

0 0.0% 0 0.0% 10 0.6% 10 0.6% 

H28年度までに策定予定 47 100.0% 20 100.0% 1,711 99.4% 1,778 99.4% 

策定予定無 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

公共施設等総合管理計画策定取組状況等に関する調査（平成28年4月1日現在） 

 ○ 全都道府県・市区町村において、公共施設等総合管理計画を策定予定であり、うち441団体で策定済み。 

 ○ 策定を要請している平成28年度までには、都道府県及び指定都市は全団体、その他の市区町村においても99.4％の団体に  
おいて、公共施設等総合管理計画の策定が完了する予定。 

※「％」表示については、表示単位未満を四捨五入している関係で、合計が一致しない項がある。 4 



団
体
名 

計
画 
期
間 

人口 

施設 
保有量 

1人当たり 
面積 

（公共施設） 

 

資産 
老朽化 
比率 

維持管理・修繕・更新
等にかかる経費 

公共施設等の管理に関する
基本的な考え方 

公共施設の数、延床面積 
等に関する目標・トータル 
コストの縮減、平準化等に

関する目標 

フォローアップ
の実施方針 

前年度に 
行った公
共施設マ
ネジメント
の内容 

現状 
総人口や年代
別人口の見通

し 
現状 

公共施設の
総量縮減等
の対策を講
じる前の今
後の必要見

込額 

①点検・
診断等
の実施
方針 

・・・ 
⑥統合
や廃止
の推進
方針 

⑦総合的
かつ計画
的な管理
を実現す
るための
体制の構
築方針 

○県
Ａ市 

10年 H27： 
 25.7
万人

 

・総人口は緩やか
に減少。平成42年
には25万人 
・平成52年の生産
年齢人口は、平成
12年の3割以上減
少。老年人口は約
2.3倍増加 

【公共施設】 
H26：72万㎡ 
 

【インフラ】 
H26： 
道路784㎞

 

橋梁3,251m 
下水道1,090㎞

 

 

H22：2.54㎡ 
H23：2.54㎡
H24：2.51㎡
H25：2.50㎡
H26：2.61㎡
H27：2.62㎡ 
 

H22：51.8% 
H23：53.4% 
H24：54.6% 
H25：53.2% 
H26：54.8% 
 
https:/… 

【公共施設】 
直近５年平
均で約54億
円 
 
【インフラ施
設】 
直近５年平
均で約20億
円 

【公共施設】 
40年間の年平
均で85億円 
 
【インフラ施
設】 
40年間の年平
均で45.8億円 

○ ・・・ ○ ○ 

【公共施設】 
①施設の質的向上、②新たな施設
建設の抑制、③床面積の総量縮減、
④10年間で、延床面積総量の4％
相当の縮減 
 ※長寿命化等を行うと、維持管理
等にかかる経費は年平均約56億円
となる見込み 
【インフラ】 
予防保全を中心とした計画的な維
持管理を行う 

○概ね5年周期で
計画の見直しを行
い、情報・知見の
蓄積状況を反映さ
せる。 

市立保育園1
園を廃園とし
た。 

○県
Ｂ市 

40年 H22： 
 6.1万
人

 

・総人口 
 2040年：4.1万人 
 31.9％減少 
・年代別 
 2040年： 
 年少人口は 
 約4千人減少 
 老年人口は 
 約2千人増加 
 生産年齢人口は 
 約1.7万人減少 

【公共施設】 
H26：約35万㎡

 

【公共土木施設】 
H26： 
道路459.1㎞ 
橋梁2.2㎞ 
河川137.3㎞ 
公園65.5ha 
漁港8.7ha 
上水道473.0㎞ 
下水道90.5㎞ 

－
 

－ H24～26  
3ヶ年平均 
30.1億円 
【公共施設】 
19.1億円 
【公共土木
施設】 
11.0億円 

40年間の平均 
1年あたり 
56.5億円 
【公共施設】 
33.2億円 
【公共土木施
設】 
23.3億円 
 

○ ・・・ ○ ○ 

【公共施設三原則】 
・既存施設の縮減を伴わない新規
整備の禁止 
・維持管理費用の縮減と適正管理
の両立 
・総量の縮減(40年間で43％を縮減) 
【公共土木施設三原則】 
・質の維持と投資の効率化・縮減 
・ライフサイクルコストの縮減 
・新たな需要に計画的に対応 

○本計画期間を４
分割した１０年程
度の中期的な実施
計画を策定し、実
施計画において取
り組みの検証と改
善によりフォロ-
アップを行う。 

旧町村ごと
にあった図
書館を市の
中心部に集
約化。 

○県
Ｃ市 

10年 H25： 
 8.1万
人

 

・総人口：H25から
H55まで  約17%減 
・生産年齢人口：
H25からH55まで  
約9%減 
・高齢化率：H25か
らH55まで  12%増 

【公共施設】 
18.7万㎡

 

【インフラ】 
道路683㎞ 
橋梁1.5万㎡ 
下水道357㎞ 
トンネル53m 

H22：2.30 ㎡ 
H23：2.30 ㎡ 
H24：2.30 ㎡ 
H25：2.28 ㎡ 
H26：2.29 ㎡ 
H27：2.29 ㎡ 

H22：44.6% 
H23：46.2% 
H24：47.9% 
H25：49.2% 
H26：50.3% 
https:/… 

H21からH25
年の予算で
平均9.5億
円/年 

今後の40年間
で年平均39億
円 

○ ・・・ ○ ○ 

【公共施設】 
機能の複合化、民間サ-ビスの活用
等により、施設規模の適正化を段
階的に推進 
【インフラ】 
廃止や再編等を含めた効率的な施
設運営の実施 

○適宜、必要に応
じて見直しを行い
改訂。 

老朽化した
音楽ホール
と公民館の
複合化に伴
い、○○と
○○を除却。 

 ・・・                   

＜公表イメージ＞ 

公共施設等総合管理計画の比較可能な形での「見える化」 

 ○ 施設保有量や維持管理・修繕・更新等にかかる経費の必要見込額など、公共施設等総合管理計画の主たる項目の記載内容 
について、横比較できるよう全団体分を統合して、今年度より、総務省HPで公表する（2016年10月頃を目処に公表）。  

 ○ 集約化・複合化等の方針の有無についても、掲載して「見える化」する。 

※ 上記データは実際の地方公共団体のものではない 

※他の指標は、
リンク先の財政
状況資料集参照 
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 ○ 集約化・複合化等による成果の把握手法の検討に資するよう、施設の集約化・複合化の事例を収集しているところ。 
 
 ○ 施設の集約化・複合化による成果は、様々な観点から把握する必要があると考えられることから、公共施設最適化事業債を 

  活用した事例のうち、下に示した観点で、どのような取組が行われているか、活用団体に具体的な取組内容を調査している。 
 
 ○ 引き続き、事例の収集と、集約化・複合化等による成果の把握手法の検討を進める。 

事例収集の観点 

集約化・複合化等による成果の把握手法の検討状況 

【①：住民サービスの向上】   

 想定例 ： 提供するサービスに関連性がある施設の複合化を行うことで、利用者の利便性の向上を図っている。その際に、公共 

       施設だけの複合化でなく、民間施設との一体的な整備も含めた検討を行っている。 

【②：まちづくり】 

 想定例 ： 施設を集約化・複合化する際に、中心市街地や公共交通の結節点に整備して、コンパクトシティや小さな拠点の形成、 

       中心市街地の活性化など、まちづくりの政策推進に資するようにしている。 

【③：財政負担の軽減】 

 想定例 ： 施設整備に係る財政負担を軽減するため、既存施設をそのまま建て替える場合と集約化・複合化する場合の建設費 

       ・維持管理費等の比較や、官民連携手法の導入・遊休施設の活用等の手法の検討を行うなど、最適な手法を選択した 

       上で事業を実施している。 
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普通建設事業費（うち更新整備分）
(円)

50,000

48,000

46,000

44,000

42,000

40,000

38,000

36,000

49,000

38,000

45,000

45,00045,000
45,000

45,000

H31H30H29H28H27

41,000
41,00041,000

48,000

41,000

㈠類似団体内順位

●/●
㈢○○県平均

●●.●
㈡全国平均
●●.●

維持補修費
(円)

16,000

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

15,000

9,000

13,00012,000

11,000
10,000

9,000

H31H30H29H28H27
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10,00010,000
9,000

8,000
㈠類似団体内順位

●/●
㈢○○県平均

●●.●
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 ○ １ページのとおり住民一人当たりの決算額の徹底した「見える化」を図る中で、平成27年度決算より、維持補修費や普通建設 

事業費のうちの更新整備分※といった維持管理に要する経費についても、経年比較や類似団体比較を含めて、住民一人当たり 

の決算額を明らかにする。 （※ 更新整備分：施設の耐震化工事、老朽化による改築や建替え、建替えに係る解体及び設備の更新など。） 

イメージ 

※ 維持補修費や普通建設事業費のうちの更新整備分といった経費について、住民一人当たりの決算額の経年比較や類似団
体比較をすることができるようにするとともに、複数の経費を「見える化」し、それぞれの団体の公共施設マネジメントの状況
把握に資する。 

※ 上記データは実際の地方公共団体のものではない 

住民一人あたりの維持管理等に要する経費の「見える化」 

当該団体   類似団体内平均  類似団体内の 
 最大値及び最小値  当該団体   類似団体内平均  類似団体内の 

 最大値及び最小値  

類似団体に 
おける順位や 
位置付け等 

類似団体に 
おける順位や 
位置付け等 

経年比較 経年比較 
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区分 
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 

作成予定あり 47 100% 20 100% 1,720 99.9% 1,787 99.9% 

作成済 0 0% 1 5.0% 44 2.6% 45 2.5% 

平成29年度までに作成 46 97.9% 19 95.0% 1,656 96.2% 1,721 96.3% 

平成30年度以降に作成 1 2.1% 0 0% 20 1.2% 21 1.2% 

作成予定なし 0 0% 0 0% 1 0.1% 1 0.1% 

合計 47 100％ 20 100％ 1,721 100％ 1,788 100％ 

区分 
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 

整備済 8 17.0% 11 55.0% 457 26.6% 476 26.6% 

整備中 39 83.0% 9 45.0% 1,264 73.1% 1,312 73.4% 

合計 47 100％ 20 100％ 1,721 100％ 1,788 100％ 

【固定資産台帳の整備状況】 

【統一的な基準による財務書類の作成状況】 

 ○ 統一的な基準による財務書類の作成の前提となる固定資産台帳は476団体で整備済み。 

 ○ 統一的な基準による財務書類は都道府県及び指定都市においては全団体、その他の市区町村においては
99.9％の団体において作成予定であり、うち45団体で作成済み。 

 ○ 作成を要請している平成29年度までには、98.8％の団体において、固定資産台帳を含む統一的な基準による 
地方公会計が整備される予定。 

地方公会計整備の進捗状況（平成28年3月31日現在） 

要請期間内に、
1,766(98.8%)の
団体で作成。 
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